
団体名 東大阪市

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 177,633 176,772 861 671 152,276 316

奨学事業特別会計 51 51 0 0 0 0

公共用地先行取得事業特別会計 3,614 3,614 0 0 14,759 517

火災共済事業特別会計 177 16 161 161 0 6

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 121 78 43 43 55 29

財産区管理特別会計 845 20 825 825 0 0

普通会計 174,310 173,244 1,066 817 165,338 316

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの

繰入金

水道事業会計 12,291 11,804 487 0 17,809 125

病院事業会計 13,208 13,117 91 0 18,940 1,625

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

32,494 31,733 △48 △191

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

32,100 31,713 922 779

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

394 20 △970 △970

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

50,200 52,837 △2,637 △2,637

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

37,743 37,728 15 15

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

23,799 23,224 575 575

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

1,069 1,107 264 264

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

92 34 58 58

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
負担割合

恩智川水防事務組合 26 17 9 9 0 61.6

淀川左岸水防事務組合 205 201 4 4 0 3.9

大和川右岸水防事務組合 109 103 6 6 0 6.4

長瀬川沿岸下水道組合 54 49 5 5 0 39.5

寝屋川北部広域下水道組合 3,400 3,400 128 0 0 0.2

寝屋川南部広域下水道組合 3,470 3,441 211 211 0 54.6

東大阪都市清掃施設組合 4,844 4,737 107 107 3,982 79.5

東大阪市・大東市清掃センター 2,643 2,363 280 92 999 60.9

大阪府都市競艇組合 76,507 75,752 756 756 0 0

淀川左岸用排水管理組合 601 554 47 47 0 0.1

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金
（千円）

当該団体か
らの補助金
（千円）

当該団体から
の貸付金　（千

円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

東大阪市土地開発公社 14,466 268,456 5,000 0 0 18,846

東大阪市公園協会 41,151 95,314 1,000 0 0 0 財団法人

東大阪市開発公社 △67,548 12,542,995 26,500 0 0 0 財団法人

東大阪市中小企業振興会 34,394 94,254 30,000 157,018 43,500 0 財団法人

東大阪市勤労者福祉サービスセンター 10,320 129,556 100,000 29,814 0 0 財団法人

東大阪市雇用開発センター △9,720 186,385 30,000 47,047 0 0 財団法人

東大阪市環境保全公社 133,729 △1,361,216 5,000 13,276 1,500,000 0 財団法人

東大阪市学校給食会 3,520 28,851 3,000 39,429 0 0 財団法人

東大阪市施設利用サービス協会 △22,889 151,498 100,000 2,700 0 0 財団法人

東大阪市駐車場整備 46,612 326,214 255,000 0 0 0 株式会社

東大阪住宅公社 269 11,549 10,000 0 0 0 株式会社

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。
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